
平成 18年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 18年 5月 11日

上   場   会   社   名 電気化学工業株式会社 上場取引所 東

コード番号    4061 本社所在都道府県

（URL  http://www.denka.co.jp ） 東京都

代　　表　　者　　　　役職名 代表取締役社長 氏　 名 晝 間  敏 男

問合せ先責任者　　役職名 取締役経理部長 氏　 名 南 井  宏 二 TEL (03) 5290 - 5512

決算取締役会開催日　　平成 18年 5月 11日 中間配当制度の有無　　有

配当支払開始予定日　　平成 18年 6月 30日 定時株主総会開催日　　平成 18年 6月 29日

単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１. 18年  3月期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）

(1)経営成績

　　　　　売　　上　　高 　　　  営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年  3月期 229,354 8.1 20,268 1.5 18,314 6.4

17年  3月期 212,092 11.6 19,964 19.7 17,220 26.0

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

18年  3月期 11,850 10.2 23.94 － 9.7 6.2 8.0

17年  3月期 10,752 28.6 21.90 － 9.7 6.1 8.1

(注)①期中平均株式数 18年  3月期   491,484,056 株　　　17年  3月期   486,996,508 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

         １ り株当た 年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

18年  3月期 7.00 3.50 3.50 3,440 29.0 2.7

17年  3月期 7.00 3.00 4.00 3,441 32.0 2.9

（注）17年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　        1円 00銭

(3)財政状態

      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年  3月期 300,464 127,410 42.4 259.11

17年  3月期 288,856 116,662 40.4 237.15

(注)①期末発行済株式数　18年  3月期    　491,397,601 株　17年  3月期    　491,570,512 株

 　 ②期末自己株式数　　18年  3月期        　986,839 株　17年  3月期        　813,928 株

２. 19年  3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）

売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 118,000 10,000 6,300 3.50 － －

通　　期 240,000 20,000 12,500 － 3.50 7.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）         25円44銭

※上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成したものであり、

実際の業績は、今後の様々な要因によって予想数値と異なる結果となる場合があります。

- 24 -



比較貸借対照表
（単位：百万円）

科            目 当 期 前 期 増   減
（平成１８年３月末） （平成１７年３月末）

【資産の部】 ％ ％
流     動     資     産

現 金 及 び 預 金 1,097 1,346 △ 249

受 取 手 形 1,541 1,390 151

売 掛 金 47,664 44,947 2,716

棚 卸 資 産 31,194 28,473 2,720

繰 延 税 金 資 産 1,017 1,081 △ 64

短 期 貸 付 金 404 447 △ 42

そ の 他 9,468 8,188 1,280

貸 倒 引 当 金 (-) 84 (-) 144 60

流 動 資 産 計 92,304 30.7 85,731 29.7 6,573

固     定     資     産

 有  形  固  定  資  産

建 物 22,821 22,516 304

構 築 物 16,064 16,224 △ 159

機 械 及 び 装 置 48,768 47,713 1,054

そ の 他 65,000 67,093 △ 2,092

有 形 固 定 資 産 計 152,655 50.8 153,548 53.2 △ 892

 無  形  固  定  資  産 2,840 1.0 2,088 0.7 752

 投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 30,272 26,558 3,713

関 係 会 社 株 式 等 18,088 17,837 251

そ の 他 4,545 3,911 634

貸 倒 引 当 金 (-) 243 (-) 819 576

投 資 そ の 他 の 資 産 計 52,663 17.5 47,488 16.4 5,175

固 定 資 産 計 208,160 69.3 203,125 70.3 5,034

資     産     合     計 300,464 100.0 288,856 100.0 11,607
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  （単位：百万円）

科            目 当 期 前 期 増   減
（平成１８年３月末） （平成１７年３月末）

【負債の部】 ％ ％

流     動     負     債

支 払 手 形 － 120 △ 120

買 掛 金 34,937 31,547 3,389

短 期 借 入 金 27,855 29,335 △ 1,479

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー 4,000 6,000 △ 2,000

一年以内返済予定の長期借入金 10,150 6,650 3,500

一 年 以 内 償 還 予 定 の 社 債 － 5,000 △ 5,000

未 払 金 9,530 6,119 3,411

未 払 費 用 6,376 9,092 △ 2,716

未 払 法 人 税 等 5,639 4,270 1,369

そ の 他 17,254 13,006 4,248

流 動 負 債 計 115,743 38.5 111,142 38.5 4,601

固     定     負     債

社 債 30,000 30,000 －

長 期 借 入 金 11,708 16,858 △ 5,150

繰 延 税 金 負 債 4,759 4,214 545

土地再評価に係る繰延税金負債 5,732 5,898 △ 166

退 職 給 付 引 当 金 3,892 3,622 269

役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金 1,218 458 759

固 定 負 債 計 57,309 19.1 61,051 21.1 △ 3,742

負 債 合 計 173,053 57.6 172,194 59.6 859

【資本の部】

資 本 金 36,998 36,998 －

資 本 剰 余 金 41,551 41,549 1

利 益 剰 余 金

任 意 積 立 金 3,522 3,541 △ 19

当 期 未 処 分 利 益 27,063 18,715 8,348

利 益 剰 余 金 計 30,586 22,256 8,329

土 地 再 評 価 差 額 金 8,596 8,847 △ 250

その他有価証券評価差額金 9,995 7,250 2,744

自 己 株 式 △ 317 △ 241 △ 76

資     本     合     計 127,410 42.4 116,662 40.4 10,748

負  債 ・ 資  本  合  計 300,464 100.0 288,856 100.0 11,607
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比較損益計算書
（単位：百万円）

科            目 当         期 前          期 増     減
  （平成17.4.1～平成18.3.31）   （平成16.4.1～平成17.3.31）

％ ％

売            上           高 229,354 100.0 212,092 100.0 17,262

売       上       原       価 171,605 74.8 154,815 73.0 16,790

売 上 総 利 益 57,748 25.2 57,276 27.0 472

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 37,480 16.4 37,312 17.6 167

営 業 利 益 20,268 8.8 19,964 9.4 304

 営    業    外    収    益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 922 855 67

そ の 他 1,296 1,098 197

 営    業    外    費    用

支 払 利 息 1,007 1,147 △ 139

そ の 他 3,165 3,550 △ 385

経 常 利 益 18,314 8.0 17,220 8.1 1,094

 特       別       利       益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,099 2,357 1,742

固 定 資 産 売 却 益 － 86 △ 86

 特       別       損       失

減 損 損 失 3,076 － 3,076

過年度役員退職慰労金引当金繰入額 688 － 688

事 業 整 理 損 399 293 106

関 係 会 社 整 理 損 － 1,551 △ 1,551

固 定 資 産 売 却 損 － 717 △ 717

税  引  前  当  期  純  利  益 18,249 8.0 17,100 8.1 1,148

法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税 7,787 5,058 2,729

法   人   税   等   調   整   額 △ 1,388 1,290 △ 2,678

当     期     純     利     益 11,850 5.2 10,752 5.1 1,097

前    期    繰    越    利    益 16,682 11,824 4,858

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 250 △ 2,386 2,637

中      間      配     当     額 1,720 1,475 245

当   期   未   処   分   利   益 27,063 18,715 8,348
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  利  益  処  分（案） 

（単位：百万円）

当    期 前    期 比較増減

    当  期  未  処  分  利  益 27,063 18,715 8,348 

    固定資産減価積立金取崩額 18 19 0

計 27,082 18,734 8,348 

これを次のとおり処分します     

    配        当        金 1,719 1,966 △ 246 
    （一株につき３円５０銭）  （一株につき４円００銭）

    役   員   賞   与   金 85 85 －

（内、監査役賞与金） （ 11 ） （ 12 ）

    次  期  繰  越  利  益 25,277 16,682 8,594 

（注）・固定資産減価積立金の取崩は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。
      ・当期は平成17年12月7日に1,720百万円（1株につき3円50銭）の中間配当を実施いたしました。
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注    記
 

１．重要な会計方針に関する事項 

 

（１）有価証券の評価方法及び評価基準 

有価証券（満期保有目的債券）……償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの……期末日前1ヶ月間の市場価格の平均に基づく時価法 

          （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの……移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価方法及び評価基準………総平均法による原価法 

（３）固定資産の減価償却方法…………………定額法 

（４）引当金の計上基準 

        

貸 倒 引 当 金  …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率に

よる計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検

討し回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金  …… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため支給見込額に基づき計上

しております。 

退職給付引当金 …… 従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。 なお、会計基準変更時差異

（11,490百万円）については、10年による按分額を費用処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により、翌事業年度から費用処理することとしており

ます。 
役員退職慰労金

引当金 

…… 役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規定に基づく当事業年度末

の要支給額を計上しております。 

 従来、役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規定に基づく事業

年度末要支給額の40％を計上しておりましたが、平成18年4月10日付当社取締

役会におきまして、役員退職慰労金制度の廃止を決定したことに伴い、当事業

年度末までに確定した要支給額の全額を計上することといたしました。これに

伴い、過年度分688百万円を特別損失（過年度役員退職慰労金引当金繰入額）

に計上した結果、税引前当期純利益は同額減少しております。 

（５）リース取引の会計処理方法……リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（６）消費税等の会計処理方法…………税抜方式 

 

 

 （会計方針の変更） 
   固定資産の減損に係る会計基準 

    当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第6号 平成15年10月31日）を適用しております。これにより税引前当期純利益は3,076百万円減少して

おります。 

    なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき当該資産の金額から直接控除しており

ます。 
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２．貸借対照表の注記事項 
                                 （単位：百万円） 

項        目 当 期 末 
（平成18年3月31日） 

前 期 末 
（平成17年3月31日） 

①減価償却累計額 ２３９，６２８ ２３４，７５５ 
②偶発債務 
   保 証 債 務 

      
６，２４８ 

      
３，４７３ 

 
 

３．損益計算書の注記事項 
                                 （単位：百万円） 

項        目 当  期 前  期 
減価償却実施額 
  有形固定資産 
  無形固定資産 

 
１０，３３９ 

２９６ 

 
１０，２４８ 

２４ 
 

（減損損失） 
当会計期間において、当社は以下の資産について減損損失を計上いたしました。 

場所 主な用途 種類 減損損失 備考 
北海道苫小牧市 工場用地 土地 351百万円 遊休（一部賃貸） 
群馬県高崎市 倉庫用地 土地 755百万円 遊休（一部賃貸） 
新潟県新潟市 倉庫用地 土地 1,841百万円 遊休（一部賃貸） 
その他 福利厚生施設 土地 128百万円 遊休 

計   3,076百万円  
当社は、事業に供している資産については事業セグメントもしくはそれに準じた単位で資産のグルーピングを行

い、遊休（一部賃貸）資産については個々の単位で把握しております。 
遊休（一部賃貸）資産については、将来の具体的な使用計画がないこと及び土地の市場価格の下落等により回収

可能価額が帳簿価額を下回るものについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（3,076百

万円）として特別損失に計上しております。なお、その内訳は、全て土地であります。 
また、回収可能価額は正味売却価額を使用し、主として路線価等により評価しております。 

 
４．リース取引関係 
  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
 
 
５．有価証券関係 
    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 ＜子会社株式＞                                                      （単位：百万円） 

項  目 当 期 末 
（平成18年3月31日） 

前 期 末 
（平成17年3月31日） 

貸借対照表計上額 ２，２７７ ２，２７７ 
時  価 １５，８７７ １５，５１３ 
差  額 １３，６００ １３，２３５ 

 
 ＜関連会社株式＞ 
     関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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６．税効果関係 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳       （単位：百万円） 
 
 

当 期 末 
（平成18年3月31日） 

前 期 末 
（平成17年3月31日） 

繰延税金資産 
貸倒引当金損金算入限度超過額 

 未払事業税 
 役員退職慰労金引当金 
 退職給付引当金超過額 
 賞与引当金 
 ゴルフ会員権評価損 
 その他有価証券評価損 
 減損損失 
その他 

 繰延税金資産計 

 
５４ 

４９５ 
４８７ 

１，５５７ 
４６６ 
５９８ 
３０７ 

１，０６４ 
２３３ 

５，２６１ 

 
２４０ 
４３５ 
１８４ 

１，３５２ 
４６７ 
７１３ 
２９７ 

－ 
３６３ 

４，０５１ 

繰延税金負債 
固定資産減価積立金 

 その他有価証券評価差額金 
 その他 
 繰延税金負債計 

 
２，３３７ 
６，６６５ 

１ 
９，００３ 

 
２，３４９ 
４，８３４ 

１ 
７，１８４ 

繰延税金資産（負債）の純額 △３，７４２ △３，１３３ 
 
 
役員の異動  
    別紙 
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製 品 別 売 上 高 比 較

（単位：百万円）

当  期 前  期 増     減

製  品  名 （平成17.4.1～18.3.31） （平成16.4.1～17.3.31）

金    額 売上金額 金    額 売上金額 金    額 増 収 率

比    率 比    率

％ ％ ％
Ｓ Ｍ ・ Ａ Ｂ Ｓ 54,984 24.0 48,370 22.8 6,614 13.7

有

機 機 能 性 樹 脂 24,509 10.7 22,162 10.5 2,346 10.6

系

素 化 成 品 10,608 4.6 10,765 5.1 △ 156 △ 1.5

材

部 有 機 化 学 品 24,271 10.6 21,520 10.1 2,751 12.8

門

計 114,374 49.9 102,818 48.5 11,555 11.2

無

機
肥 料 ・ 無 機 化 学 品 16,221 7.1 15,677 7.4 544 3.5

系

素
セ メ ン ト 他 19,139 8.3 17,600 8.3 1,538 8.7

材

部 特 殊 混 和 材 13,155 5.7 12,904 6.1 250 1.9

門

計 48,516 21.1 46,182 21.8 2,333 5.1

電
電 子 部 材 10,113 4.4 9,181 4.3 932 10.2

子

材
電 子 包 材 9,881 4.3 8,926 4.2 955 10.7

料

部
機 能 性 セ ラ ミ ッ ク ス 10,285 4.5 9,114 4.3 1,170 12.8

門
計 30,280 13.2 27,222 12.8 3,058 11.2

機

能 包 装 資 材 他 17,159 7.5 16,023 7.6 1,136 7.1

加

工 建 築 資 材 8,114 3.5 9,213 4.3 △ 1,098 △ 11.9

製

品 産 業 資 材 10,908 4.8 10,631 5.0 277 2.6

部

門
計 36,182 15.8 35,868 16.9 314 0.9

合        計
229,354 100.0 212,092 100.0 17,262 8.1

(52,313) (22.8) (40,364) (19.0) (11,948) (29.6)

（注1）売上高の（  ）内は、輸出高を内書したものです。
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（参考）
平成18年3月期決算概要(連結／個別)

（注）億円未満の金額は、四捨五入して表示しております。 平成18年 5月11日
電気化学工業株式会社

１．業績 （単位：億円）
平成18年 平成17年 増減 平成18年度 平成19年 増減

3月期 3月期 中間期予想 3月期予想 (対前年度）

売   上   高 3,079 2,800 279 1,560 3,220 141 
（単  独） (2,294) (2,121) (173) (1,180) (2,400) (106) 

営 業 利 益 261 256 5 130 275 14 
（単  独） (203) (200) (3) (105) (220) (17) 

経 常 利 益 239 219 20 120 245 6 
（単  独） (183) (172) (11) (100) (200) (17) 

当期純利益 154 136 18 80 160 6 
（単  独） (119) (108) (11) (63) (125) (7) 

２．セグメント別 連結売上高・営業利益 （単位：億円）
平成18年 平成17年 増減 平成18年度 平成19年 増減

3月期 3月期 中間期予想 3月期予想 (対前年度）

有機系素材 売上高 1,355 1,185 170 700 1,440 85 

営業利益 96 86 10 37 75 △ 21 

無機系素材 売上高 496 467 29 240 505 9 

営業利益 49 41 8 24 55 6 

電子材料 売上高 332 298 35 180 365 33 

営業利益 54 53 1 38 77 23 

機能・加工製品 売上高 560 564 △ 4 280 585 25 

営業利益 52 69 △ 17 28 62 10 

その他 売上高 336 287 49 160 325 △ 11 

営業利益 9 6 4 3 6 △ 3 
消去差 売上高 - - - - - - 

営業利益 0 0 △ 0 - - △ 0 
合  計 売上高 3,079 2,800 279 1,560 3,220 141 

営業利益 261 256 5 130 275 14 

３．主要指標 （単位：億円）

平成18年 平成17年 増減 平成19年 増減
3月期 3月期 3月期予想 (対前年度）

為替レート [円/$] 113.3 107.6 5.7 117.0 3.7 

国産ナフサ [円/kl] 42,000 32,125 9,875 48,800 6,800 
設 備 投 資 額 237 165 72 220 △ 17 

（単  独） (144) (132) (12) (130) (△ 14) 

減 価 償 却 費 135 131 4 150 15 
（単  独） (106) (103) (4) (110) (4) 

研 究 開 発 費 88 84 4 97 9 
（単  独） (74) (75) (△ 1) (74) (0) 

有利子負債残高 910 1,011 △ 101 850 △ 60 
（単  独） (837) (938) (△ 101) (730) (△ 107) 
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平成18年5月11日

役員の異動および業務分担変更（平成１８年６月２９日付)

1.第１４７回定時株主総会における取締役候補者の役職および業務分担

氏名 新役職および業務分担 現役職および業務分担

晝間　敏男 代表取締役会長 代表取締役社長

川端　世輝 代表取締役社長

専務取締役
　樹脂加工事業本部長　委嘱
　ＩＲ室、経理部、経営企画室、資材部、
　物流合理化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ、
　GCP-NS06推進室、医薬事業部、
　ﾃﾞﾝｶ化工株式会社、ﾃﾞﾝｶﾎﾟﾘﾏｰ株式会社　主管

伊藤　　東

代表取締役専務取締役
　技術総括
　NS-06･SPSﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ副本部長(建設･技術統括)　委嘱

専務取締役
　電子材料事業本部長、
　NS-06･SPSﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ副本部長(建設･技術統括)委嘱
　研究開発　主管

三神　芳明

専務取締役
　営業総括
　ＮＳ－０６・ＳＰＳプロジェクト本部長　  委嘱
　電気化学工業（上海）貿易有限公司、
　ﾃﾞﾝｶ ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ､ﾃﾞﾝｶ ｹﾐｶﾙｽﾞ ｹﾞｰｴﾑ ﾍﾞｰﾊｰ  主管

専務取締役
　スチレン事業部、機能樹脂事業部、
　化成品事業部、有機化学品事業部、
　海外（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ､ﾆｭｰﾖｰｸ､ﾃﾞｭｯｾﾙﾄﾞﾙﾌ､上海）主管
　ﾃﾞﾝｶｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾘﾐﾃｯﾄﾞ統括
　ＮＳ－０６・ＳＰＳプロジェクト本部長　委嘱

南井　宏二

常務取締役
　経理部長、
　ＮＳ－０６・ＳＰＳプロジェクト本部員　委嘱
　情報開発部、資材部、物流合理化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ　担当

取締役
　経理部長、
　ＮＳ－０６・ＳＰＳプロジェクト本部員　委嘱
　情報開発部　担当

虎谷　　卓

取締役
　樹脂加工事業本部長　委嘱

取締役
　千葉工場長、
　ＮＳ－０６・ＳＰＳプロジェクト本部員　委嘱

豊岡　重利

取締役
　青海工場長　委嘱

取締役
　青海工場長　委嘱

前田　哲郎

取締役
　電子材料事業本部長　委嘱
　ﾃﾞﾝｶ ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ　ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ　ﾘﾐﾃｯﾄﾞ、
　電化精細材料（蘇州）有限公司　担当

取締役
　電子材料事業本部本部長代理兼企画推進室長　委嘱

新垣　博光

取締役(新任)
　スチレン系事業　総括
　スチレン事業部長　委嘱
　機能樹脂事業部、
　ﾃﾞﾝｶ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ　担当

スチレン事業部長
機能樹脂事業部　担当

佐久間信吉

取締役(新任)
　大牟田工場長委嘱

大牟田工場長

武富　邦昭

取締役(新任)
　無機化学品事業部、肥料事業部、
　セメント事業部、特殊混和材事業部　担当

特殊混和材事業部長

渡辺　　均

取締役(新任)
　千葉工場長、
　ＮＳ－０６・ＳＰＳプロジェクト本部員　委嘱

千葉工場 次長 兼 千葉エンジニアリング部長
兼 ＮＳ－０６・ＳＰＳプロジェクト本部員

小野　健一

取締役(新任)
　デンカポリマー株式会社　代表取締役社長
　樹脂加工事業本部副本部長　委嘱

デンカポリマー株式会社　代表取締役社長

- 34 -



吉高　紳介

取締役(新任)
　経営企画室長　兼　ＩＲ・広報室長　委嘱
　医薬事業部　担当

経営企画室長　兼　ＩＲ室長

星　　　守

取締役(新任)
　人事部長　兼　人材育成センター長　委嘱
　秘書室、総務部　担当

人事部長 兼 人材育成センター長

福田　　隆

取締役(新任)
　知的財産部長　兼
　ＧＣＰ－ＮＳ０６推進室長　委嘱

知的財産部長　兼　ＧＣＰ－ＮＳ０６推進室長

2.第147回定時株主総会における監査役候補者

氏名 新役職 現役職

土亀　憲一 監査役
常務取締役
　大牟田工場、秘書室、総務部、人事部　担当

3.第147回定時株主総会における補欠監査役候補者

氏名 現職

 多田　敏明 補欠監査役（社外)
第二東京弁護士会所属弁護士
日比谷総合法律事務所勤務

4.退任

氏名 新役職等 現役職および業務分担

古屋　　猛 技術顧問

代表取締役副社長
　社長補佐
　技術開発　総括
　研究開発部、知的財産部、
　電力部、環境保安部、品質管理部、
　エンジニアリング事業部、中央研究所　管掌

大竹　道夫 デンカ生研株式会社　代表取締役社長

専務取締役
　デンカ生研株式会社代表取締役社長

林 　俊一 東洋スチレン株式会社　代表取締役社長に就任予定

常務取締役
　無機化学品事業部、肥料事業部、
　セメント事業部、特殊混和材事業部、支店　担当

高城　圭介 山富商事株式会社　取締役会長に就任予定

常務取締役
　東洋スチレン株式会社代表取締役社長

林 　　敬 菱三商事株式会社代表取締役社長

常務取締役
　菱三商事株式会社代表取締役社長

矢野　恒夫 相談役 取締役相談役

小林　　晃 デンカ化工株式会社代表取締役社長に就任予定

取締役
　デンカ化工株式会社代表取締役会長

小山　孝和 常勤監査役

以上
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